
廃石こうボードのリサイクルにおける現状・課題（2/2）

Ⅰ）2.1.7

■新築系廃石膏ボードの再資源化率（石膏ボードへの使用）６０～７０％に対し、解体
系廃石膏ボードの再資源化率は２％程度（平成１８年度）

■解体系廃石膏ボ ドの再資源化率向上が必要■解体系廃石膏ボードの再資源化率向上が必要。

石こうボードのマテリアルフロー 廃石こうボード再資源化の課題

築 ボ ド・新築系廃石こうボード
新築系の廃石こうボードの再資源化率は約60～70％

・解体系廃石こうボード
分別解体を行った場合でも廃石こうボードは下地材、

断熱材、金物、仕上材等が付着している場合が多く、
単体として取り出すことは技術的に、経済的に問題点
が多い。

しかしながら 定の条件を満たしたものについてしかしながら、一定の条件を満たしたものについて
は、現在、受け入れを進めている。

再資源化率は２％。

・回収した石こうの利用範囲は現状では限られており、
石こうボード用として再生活用する場合は、品質性能
の担保及び生産性の面から混入量を１０％程度と制
約しているが、混入量を増すことについての調査研究

（（社）石膏ボード工業会資料等から作成）

は継続検討中。

（廃石膏ボードのリサイクルの推進に関する調査（平成１４年３月）から）
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建設廃棄物の再資源化における建設リサイクル法と廃掃法の関係
Ⅰ）2.1.7
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広域認定制度の概要

制度のねらい 認定品目制度の概要

Ⅰ）2.1.7

廃棄物の減量

製品が廃棄物となったものであって、
当該廃棄物の処理を当該製品の製 品目限定なし

制度のねらい 認定品目制度の概要

廃棄物の減量

適正な処理の確保

当該廃棄物の処理を当該製品の製
造、加工、販売等の事業を行う者
（製造事業者等）が広域的に行う場
合に、都道府県知事の廃棄物処理
業の許可を不要とする。

（例）建築部材
住宅設備機器
石膏ボード

業の許可を不要とする。

建設現場

廃棄物処理業の

処分業者

収集運搬業者

許可不要

製造事業者等 環境大臣の認定の範囲環境大臣の認定の範囲 37

建設ﾘｻｲｸﾙ法による完了報告と廃掃法によるﾏﾆﾌｪｽﾄとの関係

■建設リサイクル法に基づく再資源化等完了報告では 行政が再資源化の状況を

Ⅰ）2.2.1

■建設リサイクル法に基づく再資源化等完了報告では、行政が再資源化の状況を
把握することが困難。
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